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障がい者スポーツ振興への更なる支援と環境整備を求める意見書 

 東京 2020 オリンピック・パラリンピック競技大会を契機として、障がい者スポー

ツ振興に向けた取組をさらに充実するための措置を講ずるよう強く要望する。 

理由 

障がい者スポーツの振興は、障がい者の社会参加や障がい者への理解促進に向けて

重要な取組であり、国では、平成 29 年３月に第２期スポーツ基本計画を策定し、障

がい者をはじめとする多様な人々がスポーツを通じて社会参画することによる共生

社会の実現を目指し、取組を推進している。  

東京 2020 オリンピック・パラリンピック競技大会の開催は、これらの実現に向け

た取組を一層促進していく契機として期待されるが、障がい者がスポーツに親しむた

めの環境整備や地方自治体における障がい者スポーツの推進体制は、いまだ十分では

ない。 

本県では、平成 28 年に開催された希望郷いわて国体・希望郷いわて大会の成功を

受け、平成 29 年２月に障がい者スポーツの普及振興等による障がい者の福祉向上を

目的として、一般社団法人岩手県障がい者スポーツ協会が設立されたところであるが、

その運営状況は厳しく、関係者への負担も大きいため、更なる支援を必要としている。 

 よって、国においては、東京 2020 オリンピック・パラリンピック競技大会を契機

として、障がい者スポーツ振興に向けた取組をさらに充実するため、次の措置を講ず

るよう強く要望する。 

１ 障がい者が優先的に利用できるスポーツ施設を増やすなど、障がい者がスポーツ

に参加及び観戦できる環境整備をさらに促進すること。 

２ 地方自治体による障がい者スポーツ振興に関する取組に対しての財政措置を一

層拡充すること。 

 上記のとおり地方自治法第 99 条の規定により意見書を提出する。 
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